
○ 平成28年11月に稼働が開始されたＧ空間情報センター
は、産学官民の各主体が整備する地理空間情報を集約し、
より一層利用価値の高い情報へと加工・変換して、誰もが
いつでも容易に、かつ円滑に検索・入手できることを目指
すものです。

○ 同センターを中核として、地理空間情報の流通や利活
用を促進することにより、防災対策やまちづくり等の社会
課題の解決、生産性の向上に繋がる課題の分析や解決
方策の提示、ひいては新産業・新サービス創出の実現を
目指します。

Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討
事業期間（平成28年～）／総事業費２５４百万円

平成30年度予算案７３百万円 （平成29年度予算額100百万円）
０３－５２５３－８３５３

国土交通省
国土政策局国土情報課

０３－５２５３－８３５３

事業概要・目的 事業イメージ・具体例
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G空間情報センター付加
価値

提供

情報
サービス業 ⺠間企業等

個⼈・
⺠間企業
等

循環

データ収集・登録

データ利活⽤の実証、利⽤しやすいデータ提供

データの標準化・
⾼付加価値化

準天頂衛星
４機体制で
の運用開始

（H30年4月）

○各主体が整備する地理空間情報を集約し、より一層利用価
値の高い情報へ加工・変換して、誰もがいつでも容易に、か
つ円滑に検索・入手可能となり、データの円滑な利活用の
推進が期待されます。

期待される効果
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○国民の安心・安全に寄与する防災情報の作成及び地球
環境の監視に欠かせない静止気象衛星ひまわり８号及
び９号の運用を継続します。

○ひまわり８号は平成２７年７月７日に運用開始。ひま
わり９号は平成２８年１１月２日に打ち上げ、平成２
９年３月１０日に待機運用開始。２機あわせて平成４
１年度まで運用します。

静止気象衛星業務等
（ひまわり８号：平成２７年7月7日運用開始、ひまわり９号：平成２９年３月１０日待機運用開始）

平成３０年度予算案３，３０２百万円（平成２９年度予算額３，７２７百万円）

国土交通省気象庁観測部
気象衛星課

03-3212-8341

国

○台風の進路予測や注意報・警報、日々の天気予報など気象
庁が発表する各種情報の基礎データとして利用され、自然災
害の防止・軽減に寄与します。

○海面の温度、海氷の分布、大気中の
微粒子等を観測し、地球環境の監視も
行います。

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

契約 気象衛星ひまわり
運用事業（株）等

民間事業者

効果

（年度） H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41

ひまわり８号
ひまわり９号

データ受信

軌道制御

テレメトリ
（衛星の状況）

受信・解析
観測指示の

送信

ＰＦＩ事業者

観測計画の策定

気象庁

観測データの
処理・解析

気象庁

国民一般

観測指示 データ伝送

観測

観測待機

待機

気象情報

の提供

打上
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平成26年8月豪雨（広島県で70名以上が死亡）や平成
29年7月九州北部豪雨（福岡県、大分県で30名以上が死
亡）など、集中豪雨は気流の上流側から供給される水
蒸気に起因して発生し、毎年のように人的被害をもた
らしている。しかし、現状では海上の水蒸気データの
不足が原因で正確な予測ができないケースが多い。

○定期航路フェリー等にGNSS受信機を搭載し、集中豪雨
の原因となる海上の水蒸気量を連続的に観測

○観測データを数値予報モデルに導入する技術を開発

○線状降水帯などによる集中豪雨の予測精度向上を図る

海上の水蒸気観測による集中豪雨予測精度向上のための研究
平成３０年度予算案52百万円（新規）

国土交通省気象庁
気象研究所企画室
029-853-8533

国

事業の内容

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

契約
民間

観測値（解析雨量）

水蒸気

現在の予測

観測値よりも雨量が少ない予測に
なってしまい、避難指示等の遅れや
判断ミスが発生する恐れがある。

新たな予測

海上の水蒸気データを追加すること
で、予測精度が向上し、観測値によ
り近い予測を実現。

これにより、避難指示等の迅速化や、
より的確な判断が可能となり、人的
被害の防止・軽減が図られる。

事業イメージ
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○高齢化する船員の負担軽減や人的要因に起因する海難事故の防止に資
するほか、利用可能な港湾の拡大 （接岸計等を具備しない港湾でも利用可
能）、システムの簡略化による設備投資の減 （接岸計等の大規模な設備投
資が不要）、信頼性の向上・持続的な運用が可能 等

○我が国経済・国民生活を支える海上輸送にお
いては、人的要因に起因する海難事故の防
止、若年層が不足し高齢化する船員の負担
軽減等の少子高齢化への対応などの課題が
あり、これらの解決策として、道路交通分野に
おける自動運転技術のように、海上交通に自
動化技術を導入することにより、海上交通の
安全性・生産性の向上が期待される

○本研究開発により、海上交通システムに高精
度の位置測位技術（準天頂衛星等）を適用し、
信頼性の高い船舶位置情報の取得を可能と
するための技術開発を行うとともに自動操船
技術とのインターフェースの検討を行い、高精
度測位技術を活用した自動離着桟技術を確
立することにより、海上輸送の安全性・生産
性の向上を図る。

高精度測位技術を活用した船舶の自動離着桟システムに関する技術開発
事業期間（平成３０～３２年）／総事業費約１００百万円

平成30年度予算案２１百万円（新規）

国土交通省
総合政策局技術政策課
０３－５２５３ー８３０８

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国
委託

民間団体等

資金の流れ
期待される効果
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